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自己紹介

深尾 昌峰（ふかお まさたか）
龍谷大学 副学長／政策学部教授
学校法人龍谷大学常務理事

株式会社PLUS SOCIAL 代表取締役
滋賀県東近江市 参与
一般社団法人ソーシャル企業認証機構 代表理事
一般財団法人 ネイチャープレナー・ジャパン 代表理事.   など

これまでに設立した組織
特定非営利活動法人きょうとNPOセンター
特定非営利活動法人京都コミュニティ放送
公益財団法人京都地域創造基金
一般社団法人全国コミュニティ財団協会
PS洲本株式会社
プラスソーシャルインベストメント株式会社
株式会社LVC
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「地域が地域であるために」
⼈⼝減少・⾼齢化鱳影響鲗鲇鲒鱰受鱖始鲆鱫鱉鲐地域社会
鱘鲑鲃鱬「鱇鱤鲏前」鱥鱨鱤鱘鱭鱑困難鱰
共助鱳仕組鲄鱳鲚鲻鳏鲿鱅鳀鱑必要
・鲫鳗鳝鳃鲾鲛財団鱳広鱑鲏鱭進化
・鲜鳫鳉鲧鳀投資鲗地域鱽 （PSI鱳設⽴）

公助鱭共助鱳間鱳鲚鲻鳏鲿鱅鳀
・SIB ・公益信託
・官⺠連携 ・地域⾦融機関再編
自治のあり方、暮らしのインフラとしての資金循環
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自治のあり方、暮らしのインフラとしての資金循環

改鲆鱫「市⺠性」鱳意味
＝「寄付」鱑重要鱯鲔鱖

・社会課題鱴鱋鱩鲒鱨鱫鱉鲐
・「課題」鱴潜在的
・当事者性鲉個別性鲗鱴鲎鲅
・公的鱯⽀援鱴難鱜鱉
・「発⾒」鱑公益鱳進展鱰
鱩鱯鱑鲐

「自治を支えるということ」
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与鱍鲎鲑鱤「問鱉」
「寄付⽂化鱳醸成」「地域内鱰鱏鱖鲐資産鱳循環」

・「税制」鲉「公益認定」鱳仕組鲄鱴鱬鱒鱤！
・鲳鲧鲷鱅鱳内鱭外：接点鱳少鱯鱚鱭鲚鲞鳀鳢鱅鲹⼒鱳鱯鱚

鱅“当事者性”鱳持鱦鱪鲎鱚
鱅鳘鳡構造：鳀鳡鳫鲱鳤鱅鲷鱅鱳不存在
鱅鱘鱳点鲗克服鱜鱫成果鲗挙鱗始鲆鱫鱉鲐CF

（例）京都地域創造基⾦
・「寄付者教育」：鲯鲾鲛鲲鳫鲯鲻鳏教育
・「鱇鲏鱑鱭鱋」鱳伝鱍⽅：社会的鱯感謝鱳機会
・「鲜鳫鳉鲧鳀」鱭鱉鱋「共通⾔語」鱳効果鱭危鱋鱚
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与鱍鲎鲑鱤「問鱉」
「寄付⽂化鱳醸成」「地域内鱰鱏鱖鲐資産鱳循環」

・規範的鱯鳚鲿鳣鱰加鱍鱫、「楽鱜鱉」「欲鱜鱉」
・（⼀財）鳅鲜鲹鳛鱅鳏鳤鳂鱅鲰鳛鳉鳫鱳活動

→「応援鱜鱤鱉⼈鱤鱦」
・「⼤鱒鱯鲱鳀鱅鳢鱅」鱳共有（鱘鲑鱐鲎鱳社会像）
・「鲚鳫鳏鱭鲱鳌鱅鲣鱅」鱴機能鱜鱫鱉鲐鱐
・「鱺鲐鱚鱭納税」（寄付）鱳功罪
・市⺠性鲗引鱒出鱞「寄付」

＝鱘鲑鱐鲎鱳社会鱰不可⽋
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今⽇的鱯「鲫鳚鳫鲲」鲗維持・発展鱚鱠鱫鱜鱫鱉鱔仕組鲄・
社会技術鱳必要性
共有鱳管理、時間軸、⽬的鱳遂⾏、法的枠組
市場価値、競争鱰鱥鱖鱚鲎鱞鱭、鱮鲘鱮鲘「減価」
鱜鱫鱜鲃鱋鲇鱳
→⽬的鲗鲇鱨鱫共有、保全、経営鱞鲐仕組鲄鱑必要
→適切鱯「鲢鱅鳂鱅鲯鲻鳏」

（地域社会鱰鱏鱉鱫：点鲗⾯鱰鱞鲐必要 個→社会）
・⾃然資本・⽣態系鲭鱅鳋鲱
・鲠鳅鳣鲦鱅 ・農業（農地）
・住宅（空鱒家） ・教育
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地域鱰「鱇鲐」「資⾦」鲗地域鱬「鱩鱐鱋」
鱅預貸率鱳低下：預⾦鱳域外流出
鱅「鲵鱅鲯鳛鳣鲨鲻鳁預⾦」
鱅窓⼝販売鱚鲑鲐地域型投資商品
鱅鳥鱅鲣鳣鲜鳫鳉鲧鳀型商品鱳窓⼝販売

鱅信託受益権鱳販売、SIB鱯鱮鱳⾦融商品化
鱅少額投融資（市⺠鱳鲢鱅鳂鱅鲯鲻鳏涵養）
鱅⾃治体鱳資⾦（基⾦）鱳再投資
鱅市⺠鲉資産家鱳鳃鱅鲲鲗鱩鱯鱕機能
鱅DAO�鱯鱮鱳鳍鲛鳫鲾鲻鲧鱳活⽤

新鱤鱯協同性鲗鲇鱨鱤「⾦融」鲗創鲏出鱞必要？

参考）地域の資金循環：寄付以外にも地域でつくるべき仕組み
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信用金庫の預貸率推移と公的債券購入額
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地域金融：ESG投資・ローカルインパクト
▶信用金庫／悉皆調査から見えてくる課題
ESG投資や社会的インパクト投資を取り入れたいという意欲があるが、
取り組めない課題

「ノウハウの不足」、「人員・専門人材の不足」の2つの項目がそれぞれ42%
地域内ESG投資やインパクト投資を運用先として考えたいもののどうしていいかわからない
実際にESG投資・インパクト投資に取り組んでいる信金が感じた課題も「知識不足」
調査の一環として調査票未返送の全信用金庫に電話取材
「当信用金庫ではESG投資やインパクト投資に関してまったく考えていないので
回答できない」
「そもそもESG投資やインパクト投資についてわからない」という返答がほとんど

体制や人材、学習機会などに恵まれていない → 知識・理解の醸成ができていない。
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令和8年度第1回 法人等との対話 話題提供資料

寄附の促進等を通じた

民間公益活動の活性化

全国の市民コミュニティ財団の実践及び
全国コミュニティ財団協会「CFJ会員財団 収入源調査（2026年）」から

全国コミュニティ財団協会 共同会長 宝楽 陸寛

公益財団法人 泉北のまちと暮らしを考える財団 代表理事

1



市民性 × 地域性 × 寄付を受け止める法人格
それが市民コミュニティ財団

市民が立ち上げ、地域に根差し、寄付を地域課題へつなぐ組織。

市民性

市民立の公益法人

多くの財団が、100名を超える市民

寄付を集めて設立。

意思を持った市民が、資金と時間を

出し合う。指標は関係人口。

地域性

地域に根差し市民の声の代弁者

暮らし、文化、産業、そして課題に

寄り添う。

「地域」を特定し、寄付者と現場の

双方から信頼を得る。

運動性(寄付のインフラ)

寄付を受け止めるインフラ

税額控除等を受けられる法人格を備

える。

遺贈・冠基金・事業指定寄付など、

多様な寄付を地域の受け皿に載せる

。

現在地：全国コミュニティ財団協会 会員団体及び支援先

33
会員団体

33 都道府県

財団が所在する県

75.3%
国民（8,931万人）の人口カバー率

出典：全国コミュニティ財団協会「協会が考えるコミュニティ財団とは」
／総務省「人口推計」2024年10月1日現在。所在県に1団体以上ある場合、県全体をカバーとみなした最大値。

写真：公財みんなでつくるまちづくり財団HATA!・一財かごしま島嶼ファンド・公財泉北のまちと暮らしを考える財団
2



地域の声と資金を、仲介する

「集める」「コーディネートする」「分配・伴走する」。地域に、その循環をつくる。

1. 集める

地域の声、寄付、制度資金、資

産・不動産の意思。

遺贈・冠基金・小口寄付・災害

寄付を地域の器で受け止める。

2. コーディネート

地域の課題を可視化し、担い手と

資源をつなぐ。

円卓会議・現場伴走を通じて、寄

付者と現場が出会う場を設計。

3. 分配・伴走

助成、基金、プロジェクト支援

資金を渡して終わりではなく、

活動が続くよう伴走する。

寄付プラットフォーム提供

循環の帰着点

地域の課題解決と、次の参加。
寄付は一度限りの支援ではなく、地域の意思を循環させる資源になる。

泉北のまちと暮らしを考える財団の円卓会議

・少人数対話・市民参加キャンペーン

寄付は「地域の顔が見える場」から生まれる。

3

篤志家から37億円分の株式寄付

その後、70億円規模の基金運用を開始

出典 京都新聞

社会を変えるお金の使い方を考える地域

円卓会議

出典 プラスソーシャルインベストメント

県独自の寄付プラットフォーム

長野県みらいベース

出典 ナガクル



自己紹介
市民寄付から、継続する財団へ

泉北は、市民の参加を積み上げて公益財団へ歩みを進めた。

第1段階 設立

304名

332万円
市民寄付で財団を立ち上げ。「地域の

ための器」を市民が共同で用意した。

第2段階 公益認定

2022年6月15日

公益財団法人 泉北のまちと暮らしを

考える財団として、公益認定を取得。

第3段階 参加の広がり

のべ1,400人超

年間寄付者は、のべ1,400人を超える

規模まで拡大した。

金額の大きさではなく、参加者の広がりが、地域の財団の信頼をつくる。

出典：公益財団法人 泉北のまちと暮らしを考える財団 沿革資料。
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国民の75.3%が、財団のある県に暮らす

会員財団は32都道府県に広がる一方、東北・山陰・南九州を中心に空白が残る。

所在 32都道府県

75.3%
9,319万6千人／全国1億2,380万人

所在県に1団体でもあれば県全体をカバーとみなす

最大値。

空白 14県

24.7%
3,060万6千人／東北・山陰・南九州が中心。

会員財団の所在県 協会の助成金支援先 空白県

出典：CFJ会員33団体所在調査／協会助成金支援先（鹿児島・宮崎・鳥取・山梨・徳島）／総務省「人口推計」2024年10月1日現在人口を用いてCFJが算出。

5

寄付を地域で受け止める器を、

まだ手にしていない住民が2割弱いる。

※会員財団以外にコミュニティ財団機能を担っているエリア
兵庫 公益財団法人ひょうごコミュニティ財団
大分 公益財団法人おおいた共創基金（めじろん基金）
山口 やまぐちコミュニティ財団（活動支援団体支援先）

広島 ひろしまNPOセンター
奈良 奈良県地域貢献サポート基金 ※県設置
福井 福井県しあわせ基金 ※主に福井新聞社

茨城 いばらき未来基金
秋田 認定NPO法人あきたスギッチファンド
山形 やまがた社会貢献基 ※行政設置

新潟 にいがたNPO基金

※

※
※

※

※

※

※

※

※

※

コミュニティ財団機能を担う

90.8%
1億1,245万人



年間23.2億円を受け入れる資金仲介基盤

最大財源は補助・助成。寄付も5.6億円まで広がっている。

年間受入合計（会員財団 32団体・2026年集計）

約23.2億円

補助・助成

約10.2億円 44.2% 大半が休眠預金活

用事業に由来

寄付

約5.6億円 24.3%
遺贈・冠基金・小

口・事業指定など

多様

その他
会費・受託・自主
事業・運用益等を
合算

この構造が意味すること

資金仲介機能は既に回っている。

次は、地域固有の寄付・受託・自主
事業を組み合わせて、収入構造を

ポートフォリオ化する段階へ。

出典：全国コミュニティ財団協会「CFJ会員財団 収入源調査（2026年）」有効回答32団体。数値は各団体の直近事業年度実績を単純合算。
※休眠預金＝10年以上取引のない預金を民間公益活動に活用する国の制度（民間公益活動促進法）

6

約7.3億円 31.5%
44.2%

24.3%

31,5%

補助・助成

寄付

その他



資金仲介は回るが、組織の足腰は細い

事業資金の規模と、組織を支える自由財源の厚みは、一致しない。

地域へ動かす資金（規模）
年間受入額の中央値

約2,400万円

32団体の年間受入額（総額約23.2億円）を中央

値で見ると、1団体あたり約2,400万円。

なお、直近事業年度合算 1,103,905,646円。年

間受入23.2億円の約48%（P11で後述）

地域に一定規模の資金を動かす仲介機能は、確

かに機能している。

組織を支える自由財源（厚み）
一般正味財産100万円未満またはマイナス

半数超

使途が定まっていない自由財源が100万円未満、

あるいはマイナスの団体が、確認した会員団体の

うち半数を超える。

仲介する資金は大きくても、組織を支える基盤は

薄い。

資金を動かす力は育ちつつあるが、組織を継続させる基盤づくりが次の課題。

出典：全国コミュニティ財団協会「CFJ会員財団 収入源調査（2026年）」有効回答32団体。中央値は同調査の各団体年間受入額の中位値。
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地域内資産循環は、4つの型で育つ

寄付者の意思、災害時の共助、小口参加、事業指定を、地域の活動へつなぐ。

01 遺贈・相続寄付

「地域に財産を遺す」意思の受け皿

不動産・預貯金・株式を地域基金へ

相続財産を地域の公益活動へつなぐ制度が整ってきた。租税

特別措置法40条（譲渡所得の非課税）や70条（相続税の非課

税）さらに2026年4月に始まった新しい公益信託の枠組みも

期待が高い→実例は次ページ（泉北・工藤悦子基金）

02 災害寄付 （能登）

共助資金を、被災地の団体へ届ける

1.6億円

能登半島地震では、コミュニティ財団が全国からの寄付を受

け止め、地域で活動する団体へ迅速に分配した。

03 小口集合寄付 （神奈川）

月100円 × 参加者数 の共同基金

約1.1万人 → 年約2,000万円

生活クラブ福祉たすけあい基金・生協組合員1.1万人が月100円

を継続し、年間約2,000万円を82団体へ助成。少額の参加を地

域の力へ束ねる。

04 事業指定寄付の仲介 （京都）

寄付者の意思を、具体事業へつなぐ

年1.1億円規模

寄付者が支援したい事業を選び、財団が受け皿として活動団

体へ届ける。指定寄付の仲介が地域内で回っている。

遺贈・災害・小口・事業指定──いずれも地域固有の意思を、地域の器で受け止めるしくみ。

出典：CFJ会員33団体収入源調査（2026年・32団体集計）、および各会員団体の公開資料。
8



事例：遺贈寄付が地域で活きるまで
工藤悦子基金（泉北のまちと暮らしを考える財団）

「集める」「コーディネートする」「分配・伴走する」。地域に、その循環をつくる。

集める

工藤悦子様おひとりのご遺贈900万円

を原資に、財団内に冠基金を設立

コーディネート(財団の仕事)

公募に35団体が申請 → 外部有識者3名

を含む選考委員会 → 10団体を採択

助成8,095,450円・管理手数料

904,550円まで収支 寄付者に全額開示

分配・伴走

• 分身ロボットで、10年間寝たきりの

当事者が講演に（年約130回利用）

• 放課後等デイサービスの病院では２

年かかる検査キットで学校ー保護

者ー施設のコミュニケーション改善

中間支援の3つの役割

①選ぶ ②見届ける ③ずっと、活きる

出典：工藤悦子基金 活動報告書 2025年度（公益財団法人 泉北のまちと暮らしを考える財団、2026年7月）

発達検査（JPAN）の職員研修の様子 Orihime活用講演会の広報

講演会のチラシ

9



コミュニティ財団の支援モデル

4つの現場実践は、寄付集めの技術ではなく、地域の声に向き合う姿勢の表れ。

寄付文化の醸成 ふるさと納税との連動 地域課題の共有手法

公財みんなでつくる財団おかやま
経常収益（約2,150万円程度）のうち、受
取寄付金が約1,635万円と、収益全体の約
75%以上を占めています。

使途指定寄付・冠基金
個人や法人からの寄付を財源として、「み
んつく子ども基金」「ももたろう基金」

「社会変革基金」といった特定の地域課題
を解決するための各種「基金」を設置して
います。ここから県内のNPOや市民活動団
体へ助成金として資金が提供されます。

沖縄式地域円卓会議
みらいファンド沖縄・NPO法人まちなか研
究所わくわくが開発した、多様なステーク
ホルダー（行政、NPO、企業、市民）が地
域課題の解決に向けて対話する構造的な

ファシリテーション手法です。
単なる意見交換ではなく、「困りごと」の
具体的な共有から合意形成・実行を目指す
ため、社会課題解決や協働型ビジネスの伴
走コンサルティングとして注目されていま
す。

ガバメントクラウドファンディング（GCF)
自治体が行うふるさと納税を活用したクラウ
ドファンディングです。
住民票登録地の自治体にも寄付が可能であり、
控除対象となります（住民票登録地へ寄付を

行う場合、お礼の品は受け取ることが出来ま
せん。）
資金調達に課題を抱えることの多いCSOに、
ふるさと納税で佐賀未来創造基金が支援し、
特に注力していく分野は「こども」「災害」
「地域コミュニティ」を通じ地域課題の解決
をより進めてしている。

10

出典：全国コミュニティ財団協会「CFJ会員財団 収入源調査（2026年）」有効回答32団体。



集めた資金は、どう使われたか ― 年間約11.0億円を地域へ再分配

受け入れた資金の約半分に相当する額が、支払助成金として地域の団体に資金循環を実施。

発災11日後に、助成開始 誰も拾わなかった課題に
基金の名前を付ける

82団体へ、1団体平均約15万円

能登半島地震
緊急助成を1月12日に立ち上げ、能登半島
地震の発災11日後に第1次緊急助成を立ち
上げ、3か月で59団体・総額1,018万円を
助成。1件20万円の少額・即時型で、猫の

保護と物資配達を兼ねる団体のような、大
手助成では拾えない活動に届けた点が特徴
です。その後、能登女性のチャレンジ助成、
伝統工芸の担い手を支える工芸みらい基金、
地震・豪雨の両方に対応する常設の「能登
とともに基金」へ展開。「発災前年に設立
された財団に約1億円」の使い道側の物語

がここにあります。

組合員1.1万人の月100円寄付を原資
年1,233万円を82団体へ小口助成
行政補助では届かない規模の市民活動を面
で支える
（かながわ生き活き市民基金）

離島の子どもの部活動遠征費
今回の調査対象で最もユニークな一つ。離島県
沖縄で子どもの部活動の派遣遠征費（移動がほ
ぼ飛行機）が家計を圧迫する問題に、休眠預金
の資金分配団体として助成を開始し、事業終了

時に「沖縄・離島の部活動等派遣費問題白書」
を発行、その後基金は沖縄電力のポイント寄付
先にも採用。助成→白書で課題を社会化→企業
の継続寄付源へ、という一連の流れが完成。電
力会社のポイント寄付先へ

11

32団体の直近事業年度合算 1,103,905,646円
年間受入23.2億円の約48%支払助成金約11.0億円

規模ではなく、速さ・着眼・きめ細かさ。行政の再分配とは違う資金の流し方。

出典：CFJ会員33団体収入源調査（2026年・32団体集計）
ほくりくみらい基金・みらいファンド沖縄・かながわ生き活き市民基金・東京コミュニティ財団の公開資料

冠基金のプラットフォーム型
「こども笑顔応援基金」は寄付者のメッ
セージ（病気で遊べない子どもたちに笑顔
を）をそのまま募集要項に載せた全国公募
の冠基金。内閣府から奨学金事業の認可を
受け、冠基金で奨学金基金を設立できる仕
組みを整備。紺綬褒章の公益団体認定も取
得済み

(東京コミュニティ財団)

冠基金を助成プログラムに



地域の声に向き合うから、寄付が付いてくる

現場実践での知見は、寄付集めの技術ではなく、地域の声に向き合う姿勢の表れ。

実践 01

事業指定寄付

寄付者が支援するサポートが得

意。火災からの復旧・復興を目

的として約798万円の寄付を集

めて施設工事などを支援。

実践 02 実践 03 実践 04

現場から見えてきたこと

資金源に答えがあるのではなく、
地域の声に向き合うから、寄付が付いてくる。

出典：全国コミュニティ財団協会「協会が考えるコミュニティ財団とは」および会員団体の実践事例。 12

出典：江別市大麻銀座商店街支援ファンド

冠基金・じぶん基金

個人・家族・企業の名を冠した基

金を、地域財団の中に設ける。

「自分の意思」を長く地域に残す

寄付の器として機能する。

カンパイチャリティ

マッチングギフト

飲食・購買の一部を寄付に、企業

側が同額を上乗せする仕組み。日

常の消費行動を、地域の活動を支

える資金に変える。

出典：筑後川コミュニティ財団HP 出典：ちばのWA

東京キリンビバレッジサービス株
式会社千葉西営業所の売り上げの
一部が本基金に寄付ラッピング自
動販売機の設置が可能で

クラウドファンディング

寄付者が「どの事業に届けたい

か」を選び、財団が受け皿とし

て活動団体へ届け地域プロジェ

クト単位で共感を集める仕掛け

出典：京都地域創造基金サイト



地域固有の循環は、まだ細い

最大財源は全国資金の再配分。次は、地域資金を組み合わせる収入構造へ。

現状

全国資金の再配分に依存した収入構造

補助・助成 44% 寄付 24% その他（合算）

最大財源は休眠預金活用事業を中心とする補助・助成。

寄付・受託・自主事業といった地域固有の資金循環は、ま

だ細い。

なお、休眠預金の助成（通常枠、2023〜27年度の目安と

して5年で約300億円＝年約60億円。CFJ会員の補助・助成

10.2億円を資金仲介している。

目指す姿

4つの財源を組み合わせるポートフォリオ

寄付（遺贈・冠基金・小口・事業指定）

受託（自治体・企業からの中間支援）

自主事業（研修・調査・場づくり）

助成金（休眠預金・公的助成等）

4つの財源を意図的に組み合わせ、収入構造をポートフォ

リオ化する。

単一財源に依らず、地域の変化にも耐える経営基盤へ。

財団の課題は、寄付の集め方ではなく、地域固有の資金循環を厚くしていくこと。

出典：全国コミュニティ財団協会「CFJ会員財団 収入源調査（2026年）」有効回答32団体。 13



内閣府への提案 制度利用の道筋を明確に

現場が準備できる予見可能性と、公的顕彰制度への接続を強めたい。

受託・寄付・助成金・新公益信託

受託・寄付・助成金の1/3ずつを地域型経営の理解を

相談から認可・運用までの考え方を明確に示していただくと、地域の現場

が事前に準備を進められる。寄付者・受託候補・実務家が共通の見通しを

持てることが、制度の実装を早める。

「寄付だけで財団が成り立つのか」と問われ、公益認定までメール42往復

を要した経験がある。受託・寄付・助成金を組み合わせる地域型経営は、

単一財源依存よりも地域に持続する。

望まれる整理

・ 相談の入口と手続の全体像

・ 認可基準の運用実務レベルの解釈

・ 地域単位で活用する場合の留意点

・ 現場が用いる標準書式・雛形

・ 士業・金融からの案内が円滑に

・ 寄付者の意思決定を後押し

紺綬褒章など寄付文化の醸成

公益団体認定・推薦の窓口と手順を明確に

寄附者顕彰の道筋が明確になれば、企業・個人の高額寄付を地域の器で受

け止めやすくなる。

公益団体認定と推薦申請の窓口・所要期間・必要書類を、公開情報として

整理いただきたい。

対象 寄附額基準

個人 500万円以上

法人・団体 1,000万円以上

推薦 公益団体から内閣府へ

出典：内閣府「勲章・褒章制度の概要」https://www8.cao.go.jp/shokun/seidogaiyo.html
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まとめ

市民コミュニティ財団は

地域の声から、地域の資産循環へ。

制度・相談・運営費の3基盤を全国で実装し、寄付・受託・自主事業・助成金を組み合わせる。

その積み重ねが、地域の暮らしを支える民間公益活動を、これからも続く力にしていく。

全国コミュニティ財団協会 会長 宝楽 陸寛

公益財団法人 泉北のまちと暮らしを考える財団 代表理事

令和8年度第1回 法人等との対話

話題提供資料
15

資金源に答えがあるのではなく、
地域の声に向き合うから、寄付が付いてくる
そのためのインフラ装置として機能する



 

令和８年度第１回「法人等との対話」について 

 

 

１．テーマ 

寄附の促進等を通じた民間公益活動の活性化 

 

 

２．趣旨等 

寄附の促進等を通じた民間公益活動の活性化に向け、法人等との対話を通じて、制度運用上

の課題の発掘、特徴的な事例の収集、内閣府に求められる取組のニーズ把握等を実施します。 

※概要等は後日公表予定。 

 

＜視点例＞ 

（１） 各参加者の事業・活動紹介 

・ 活動に至る経緯 

・  現在の活動内容、体制 

・ 今後の展望 など 

 

（２）寄附の促進等を通じた民間公益活動の活性化に向けて  

・ 地域内における資産の循環 

・ 寄附の促進に向けた今後の取組についての意見 

・ 内閣府に求めること など 

 

３．議事進行 

以下の流れを想定 

① 各参加者から上記視点例を踏まえたプレゼンテーション（各参加者10～15分程度） 

➁ ①を踏まえた意見交換（20分程度） 

※「対話」終了後、集合写真の撮影を予定  

 


